
❽ ❾

14議員が市政を問う一 般 質 問

工　藤　正　廣
（明政一心会）

問　近年指摘されている奥入瀬渓流の土砂堆積
や流れの変化に対する市の見解は。
答　目視や県等から提供される放流量データの
情報を得て確認していますが、降雨量、倒木等
多様な要因によるもので、自然現象で起こり得
る変化の範囲内と理解しています。今年度、市
では「十和田湖および奥入瀬渓流」の計画的な
保存や活用のため、新たに保存活用計画の策定
に取り組んでおり、渓流の主要なポイントで現
状の記録調査を行い、その結果を県や関係機関
と共有、連携し、保全に努めていきます。

問　教員のなり手不足や、定年前退職教員の増
加に伴い、全国的に教員不足が深刻化している
が、当市の状況は。
答　現在、専科指導教員として加配対象の４名、
産休による代替教員１名、指導の充実のため措
置される非常勤講師１名の計６名が未配置です
が、今後、産休による代替教員は配置予定です。
問　教員不足の認識はあるか。
答　未配置が生じていることから、教員不足と
認識しています。
問　長期病気休暇や休職している教員はいるか。
答　令和６年９月１日現在、長期病気休暇の取
得や休職をしている教員はいません。
問　教職員の負担を減らすため、保護者対応を
一元的に行う子育て応援・相談センターを設置
する考えはないか。
答　保護者からの苦情や要望の中には、質の高
い教育活動を進める上で重要な内容を含んでい
る場合があることや、学校のみで対応が困難な
事案については教育委員会と情報を共有し、関
係機関と連携して問題解決が図られていること
から、センターの設置は考えていません。

問　少子高齢化や人口減少が進む中、20年後、
30年後にどのようなまちにするのか。
答　雇用の確保や子育て環境の充実などに取り
組んでおり、特に若年子育て世帯への施策等を
積極的に展開し人口流出の歯止めに努めてきた
結果、当市の移住、定住支援事業を活用する移
住者は増加しており、成果が着実に表れてきて
います。また、施設老朽化による維持管理費の
増加を見据え、公共施設等管理計画に基づく建
て替えや長寿命化、解体に取り組み、将来の負
担軽減に努めるなど、将来にわたり持続可能な
魅力あふれるまちを創出したいと考えています。

問　病院経営改革では、地域医療連携推進法人
上十三まるごとネットのような医療連携をもっ
と拡大し、広域事務組合のような形での運営も
手法の１つと思うが、将来に向けた構想は。
答　地域一体型の取組として、人口減少や医療
の担い手減少等を踏まえ、経営強化の観点から、
相応のダウンサイジングや機能分担、業務連携
に取り組み、限りある医療資源の利活用や法人
内での人材育成、人材交流による人的資源の確
保などにより、上十三全体の持続的な医療提供
体制の維持に努めていきたいと考えています。

問　市長公約にある病院経営健全化について、
開設者としての考えは。
答　本年３月に十和田市立中央病院経営強化プ
ランを策定し経営改善に努めていますが、入院
患者数はコロナ禍以前の水準に回復しておらず、
人件費の上昇などによる費用の増大など、厳し
さを一層感じています。病院事業管理者とより
連携を取りながら、市民生活に欠かせない中核
病院としての役割を果たしたいと考えています。
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（立憲農民クラブ）

問　再生可能エネルギー発電事業と自然や市民
生活との共存のために、市として条例を制定す
る考えはないか。
答　現在、県において条例制定を検討している
ことから、市として制定する考えはありません。
問　県の条例制定の検討段階で、市から県に対
し意見や要望は伝えているか。
答　十和田八幡平国立公園の区域全てを保護地
域とすべきではないかとの意見を伝え、ゾーニ
ング案に反映されています。
問　県の条例案では、土砂災害警戒区域などの
危険な場所での事業実施は規制されるのか。
答　規制する規定はありませんが、防災を目的
とした区域は配慮すべき事項として、今後ガイ
ドライン等で示される予定です。
問　県の条例案に該当しない小規模の発電事業
への対応は。
答　再生可能エネルギー電気の利用の促進に関
する特別措置法の改正により、本年４月から、
事業者が固定価格買取制度を利用して事業を実
施する際は、市への事前相談と周辺住民等への
説明会の開催が義務付けられました。

問　市内のツキノワグマ目撃件数と捕獲頭数は。
答　下表のとおり。　　（令和６年度は８月末現在）

問　湖畔地区や奥入瀬渓流地区で人的被害を想
定した対策はしているか。
答　観光施設に熊追い払い用の花火を配置した
ほか、本年４月に、ツキノワグマの習性や遭遇
時の対処方法を周知するため、観光関係者や住
民を対象に「熊対策セミナー」を開催しました。

問　（仮称）市営住宅北園団地・瀬戸山団地へ
の移転予定者に対する今後の対応は。
答　12月に部屋の見学会を実施、令和７年１月
に、入退去や移転の手続き方法、スケジュール
等をお知らせするための説明会を行う予定です。
問　移転費用の負担はどうなるのか。
答　市の建て替え事業に伴う移転のため、公営
住宅法に基づき市が移転料を支払います。
問　３団地の方が２つの団地に交差的に入居す
るため、除雪やごみなどの管理が懸念される。
入居者の協力を得るためにも、入居当初からコ
ミュニティーを築くことが重要と思うが、市の
考えは。
答　コミュニティーの形成は、入居者に団地内
施設の維持管理の一部を担っていただく上でも
重要な事案と認識しており、代表者選出をはじ
めとするコミュニティー形成段階から円滑に運
営が行われるまで、市がサポートしていく予定
です。
問　新規入居者の募集予定はあるか。
答　現在のところ、合計29戸の入居可能住戸
が発生する見込みのため、令和７年２月号の広
報で募集を行う予定です。

問　市役所の業務は、複雑化、多様化している
上、職員の増員も見込めない。行政サービスの
維持を踏まえれば、職員の能力向上、組織の底
上げが必要と思うが、職員への運転免許等資格
取得を支援する考えは。
答　必要な免許や資格等を把握した上で職員配
置を行っており、現在のところ、特段支障はな
いものと認識していますが、今後は免許や資格
取得者の減少が見込まれるため、支援の見直し
など、時代に即した内容となるよう検討します。
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